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近年、訪日外国人観光客は急増し、そのニーズにより増大する大

都市部での宿泊需要に対応した観光立国が推進されている。また、

人口減少や空洞化により増加している空き家の有効活用といった地

域活性化が推進される中、民泊サービスに対する期待が高まってい

る。 

このような背景の下、平成28年４月から旅館業法の改正により簡

易宿所営業に係る面積要件が緩和され、これまで客室が狭小であっ

た民家等においても、許可の取得が可能となった。 

 

 

 要     旨 

 （簡 潔 に） 一方、旅館業を営む場合には、建築基準法や消防法等の関係法令

にも適合する必要があるが、これらの法令については特段の改正は

行われていない。 

 

 

 上記の旅館業法の改正については、各種メディアにより「民泊解

禁」と大々的に報じられ、インターネット上に乱立する民泊仲介サ

イトを介して無許可で営業を始める者が後を絶たない状態となって

おり、全国的にも問題化している。 

 

 

 

 民泊サービスを新たに始めようとする者の中には、関係法令の手

続きに関する理解が不十分な者が多く、仲介サイトにさえ掲載すれ

ば営業を開始できると安易に考えている者が多いことがその要因と

思われることから、民泊サービスの適正化を図るため、関係行政機

関等と連係した取組（無許可営業所の積極的な探索、共通パンフレ

ットの作成、国際交流協会等へのパンフレット配布、警察との情報

共有等）を行った。 

 

 

 

 

 
 

 


